
山鹿市告示第８３号 

 

山鹿市外部公益通報に関する要領を次のように定め、令和６年４月１日から施行す

る。 

 

  令和６年３月２８日 

 

                     山鹿市長 早田 順一 

 

 

   山鹿市外部公益通報に関する要領 

 

第１ 趣旨 

この要領は、公益通報者保護法（平成１６年法律第１２２号。以下「法」とい

う。）を踏まえ、外部公益通報の処理に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

第２ 定義 

この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 労働者等 法第２条第１項各号に掲げられている者（山鹿市職員等の公益通

報に関する要領第２(1)に規定する職員等を除く。）をいう。 

(2) 通報対象事実 法第２条第３項に規定する事実をいう。 

(3) 外部公益通報 労働者等が市に対して行う法第３条第２号又は第６条第２号

に定める公益通報をいう。 

(4) 所管課 通報対象事実に関する処分又は勧告等を行う事務を所掌する課（課 

に相当する局を含む。）をいう。 

(5) 通報者 外部公益通報を行った者をいう。 

 

第３ 外部公益通報窓口 

１ 市長は、外部公益通報の受付及び外部公益通報に係る相談に応じるため、外部

公益通報窓口（以下「通報窓口」という。）を総務部総務課に設置する。 

２ 通報窓口の担当者は、自らが関係する外部公益通報の対応に関与してはならな

い。 

 

第４ 外部公益通報の受付等 

１ 外部公益通報は、原則として、文書、電子メール、ファクシミリ又は面談によ



り行わなければならない。 

２ 外部公益通報は、実名により行わなければならない。ただし、通報対象事実を

証明する確実な資料を示すときは、匿名により行うことができる。 

３ 通報窓口は、通報者が外部公益通報の到達を確認できない方法によって外部公

益通報がなされた場合において、その到達を確認したときは、速やかにその旨を

当該通報者に通知しなければならない。ただし、当該外部公益通報が匿名で行わ

れたときは、この限りでない。 

４ 通報窓口は、外部公益通報を受け付けたときは、外部公益通報受付書（様式第

１号。以下「受付書」という。）に所定の事項を記載し、所管課の長に送付する

とともに、その写しを保管しなければならない。 

 

第５ 外部公益通報の受理等 

１ 所管課の長は、受付書の送付を受けたときは、その内容を審査の上、外部公益

通報の受理の可否を決定しなければならない。 

２ 所管課の長は、第５の１の規定による決定をしたときは、外部公益通報受理

（不受理）決定通知書（様式第２号。以下「通知書」という。）により、速やか

に通報者に通知しなければならない。ただし、通報者が通知を希望しないとき、

及び外部公益通報が匿名で行われたときは、この限りでない。 

３ 所管課の長は、第５の２の規定による通知をしたときは、通知書の写しを通報

窓口に送付しなければならない。 

４ 所管課の職員は、自らが関係する外部公益通報の対応に関与してはならない。 

 

第６ 教示 

通報窓口又は所管課の長は、通報対象事実について市が処分又は勧告等をする権

限を有しないことが判明したときは、通知書により、処分又は勧告等をする権限を

有する行政機関を速やかに通報者に教示しなければならない。 

 

第７ 調査の実施 

１ 所管課の長は、外部公益通報を受理したときは、当該外部公益通報に係る通報

対象事実について、速やかに必要かつ相当と認められる方法により調査を行わな

ければならない。 

２ 所管課の長は、第７の１の規定による調査を行うに当たっては、通報者の秘密

を守るため、通報者が特定されないよう配慮しなければならない。 

３ 所管課の長は、第７の１の規定による調査が終了したときは、外部公益通報調

査結果報告書（様式第３号）により、速やかに市長に報告しなければならない。 

 



第８ 調査結果に基づく措置等 

１ 市長は、第７の３の規定による報告を受けた場合において、通報対象事実があ

ると認めたときは、速やかに法令に基づく措置その他の必要な措置を講じるもの

とする。 

２ 市長は、第８の１の規定による措置を講じたときは、外部公益通報調査（措置）

結果通知書（様式第４号）により、第７の１の規定による調査の結果及び第８の

１の規定による措置の結果を速やかに通報者に通知するものとする。ただし、通

報者が希望しないとき、及び外部公益通報が匿名で行われたときは、この限りで

ない。 

３ 市長は、第８の２の規定による通知を行うに当たっては、適切な法執行の確保

並びに利害関係人の営業の秘密、信用、名誉及びプライバシーに配慮するものと

する。 

 

第９ 協力義務 

１ 職員は、外部公益通報に関し、他の行政機関その他の公の機関から調査等の協

力を求められたときは、正当な理由がある場合を除き、必要な協力をしなければ

ならない。 

２ 通報対象事実に係る所管課が複数あるときは、各所管課の長は、連携して調査

を行う等相互に協力しなければならない。 

 

第１０ 外部公益通報以外の通報 

１ 通報窓口は、外部公益通報以外の通報があったときは、必要に応じ、当該通報

に係る所管課の長に情報提供を行うものとする。 

２ 所管課の長は、第１０の１に規定する通報が事業者の法令遵守の観点から外部

公益通報に準ずると認めるときは、当該通報の処理については、第５から第９ま

での規定を準用する。 

 

第１１ その他 

この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号（第４関係） 

外部公益通報受付書 

通報受付年月日 通報手段 受付担当者 

   

通 

報 

者 

住 所  

氏 名  

連絡先  

通報対象事業者  

通報者と通報対象 

事業者との関係 
 

通報の概要  

通報内容に係る 

根拠資料 
 

違反する法令 

及び条項 
 

通報に関する秘密保

護等のために実施す

べき措置の内容 

 

備考  

【通報事実が本市以外の行政機関が処分・勧告等の権限を有する場合】 

通報者に教示した行政機関の名称  

 

 



様式第２号（第５、第６関係） 

                              第     号 

年  月  日 

 

       様 

 

 

                      山鹿市長          印 

 

外部公益通報受理（不受理）決定通知書 

     年  月  日付けで通報のあった件については、次のとおり対応するこ

ととなりましたので、山鹿市外部公益通報に関する要領第５の２（第６）の規定によ

り通知します。 

通報の内容  

受理・不受理  

調査の実施  

通報に関する秘密保護

等のために市が実施す

る措置 

 

処分・勧告等の権限を

有する本市以外の行政

機関の名称・連絡先 

 

備考  

担当部署及び連絡先  



様式第３号（第７関係） 

（表） 

外部公益通報調査結果報告書 

作成年月日  記入者  

通報年月日  受理・不受理通知日  

通報者  

通報の概要及

び提出された

根拠資料 

 

調査を実施し

た通報対象事

業者 

 

調査期間  

調査従事職員  

調査結果  

調査方法及び

調査結果 
 

他の行政機関

が処分、勧告

等の権限を有

することが判

明した場合 

 

 

 



（裏） 

事業者に対し

て実施すべき

措置の内容及

び調査時に職

員が指導をし

た内容 

 

通報者に関す

る秘密保護等

のために実施

した措置 

 

通報者に連

絡、確認した

事項等 

 

備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号（第８関係） 

                              第     号 

年  月  日 

 

       様 

 

 

                      山鹿市長          印 

 

外部公益通報調査（措置）結果通知書 

     年  月  日付け   第   号で受理しました外部公益通報につき

ましては、調査の結果、次のとおりとなりましたので、山鹿市外部公益通報に関する

要領第８の２の規定により通知します。 

調査（措置）を 

行った事業者 
 

調査期間  

調査（措置）を 

行った担当部署名 
 

調査結果  

事業者に対する 

措置内容 
 

通報に関する秘密保護

等のために市が実施し

た措置の内容 

 

処分、勧告等の権限を

有する市以外の行政機

関の名称及び連絡先 

 

備考  

 


